
⑤ 保 保 発0727第2号

平 成23年7月27日

健康保険組合理事長 殿

厚生労働省保険局保険課長

平成2弓 年度健康保険組合給付費等臨時補助金の交付申請にっいて

標記 については、平成23年7.月27日 付厚生労働省発保0727第3号 別紙 「平成23年

度健康保険組合給付費等 臨時補助金交付要綱」によることとし、貴職 あて通知 された ところで

あるが、交付 申請 に当たっては、下記の事項に留意 されたい。

記

1当 該補助金は、平成23年 度 の予算額の範囲の交付 とな るため、交付 申請額を変更 して交

付決定す る場合があること。

2交 付要綱 において別 に定 めるこ ととしているものは、以下によること。

(1)3の(1)の ③の別 に定める基準相 当

交付要綱別添4、 別 添8及 び別添11の ⑬欄 が1倍

(2)3の(1>の ④の別 に定 める基準

平成23年 度において、次に示すA若 しくはBの 事業を実施(ま たは予定)し てい

る組合 で、事業実施後にアンケー トや費用分析な どにより、今後の後発 医薬品使用促

進事業に資す るデー タを徴す ることとしてい る組合(た だ し、Aに 定める事業が計画

段階にある組合にあっては次年度の事業概要の添付に代 える。)。

なお、実施 しなかった場合は全額返還 の対象 となるので留意す ること。

A健 康保 険組合 が管理す る診療報酬 明細書の医薬品処方情報か ら、後発医薬品に

切替え可能 な医薬品 を分析 し、切替 え可能な薬 品名 の提示や、後発 医薬品の価格

の提示 な どを記載 した通知書(以 下 「後発医薬品使用促進通知」 とい う。)の 発

送を実施若 しくは計画がある組合。

なお、計画 とは、上記 に示 した通知書を発送す るためのシステ ム構築等、後発



医薬品使用促進通知事業を実施するための事前準備経費が予算計上 され、かっ、

その作業が進 められている状況 をい う。

B次 に定 める周知広報事業のいずれ も実施 した若 しくは実施 を予定 してい る組

合。

a機 関誌(健 康保 険組合若 しくは母体企業が発行す る機 関誌で、全被保険者

が購読で きるものでなけれ ばならない。)に おいて、後発医薬 品の促進 にか

か る記事の掲載を複数 回実施 、若 しくは、被保険者全員に対 して配布す る通

知(例:医 療費通知)や パ ンフ レッ ト、ホー ムペー ジにおいて、後発 医薬品

の促進 にかか る周知文 の掲載 を実施 した組合。

b後 発 医薬 品の促進 にかかるパ ンフ レッ トを用いた周知広報 を実施 した組

合。

(3)交 付要綱別添4、 別添8及 び別 添11の6の 別 に定める率は、下記の①の とお りと

す る。

ただ し、平成23年 度において、平成23年3,月30日 改正前の 「健康保 険組合事

業運営指針 」の 「第5保 険給付の適正化」において例示す る5つ の事業(① 医療費

通知②診療報酬明細書、調剤報酬明細書及び訪問看護療養費明細書の事後点検③傷病

手 当金の適正支給の確認④被保険者証 の検認⑤後発医薬 品の使用促進)を 全て実施 し

てい る組合 については、下記の②の とお りとす る。

①保険給付費等所要保険料率60%・ 超2/4

②保険給付費等所要保険料率60%・ 超3/4

3交 付要綱3の(2)の ① の 「合併後 も安定 した事業が行 える と認 め られ ること」 とは、具

体的には次 の(1)又 は(2)の いずれかに該 当する と認 め られ るものであること。

(1)合 併後の健康保険組合(以 下 「合併組合」 とい う。)の 被保険者数が健康保 険法施行

令(大 正15年 勅令第243号)第1条 で定める組合の設 立に必要な被保険者数(以 下

「政令で定める被保険者数」 とい う。)を 上 回っていること。

(2)合 併組合の被保険者数が政令で定める被保険者数 を下回って も、各事業所 の被保 険者

数の規模 、平均標準報酬.月額、平均年齢 、扶養率等を総合的に勘案 し、将来 にわたって

組合 の保険財政が健全に維持できると認 められ るものであること。

4交 付要綱3の(2)～(4)に お ける存続組合の考 え方 については、以下によるこ と。

1人 当た り年 間保険料収入額を算 出す る場合 の存続組合 については、合併が重ねて行われ

た場合であって も、最初の合併(小 規模組合 との合併又は地域型組合 となる合併であって平

成21年 度以降に行われたものに限る。)に おける存続組合 とす ること。

5交 付要綱別添4、 別添8及 び別添11の 記載にあたっては次 のとお り行 うこと。

「5.平 成23年3 .月1日 保険料 率 ・平成23年 度末(見 込)資 産保有状況」欄 の

「⑪保有資産合計」欄は、法定準備金等か ら、基金委託金、出資金及び不動産 を控除 した額

を記載すること。



なお、法定準備金:等の算出にあたっては、介護勘定における法定準備金、平成23年 度に

交付 される健康保険組合給付費等臨時補助金、健康保険組合災害臨時特例補助金及び平成2

3年 度に健康保険組合連合会から交付される組合財政支援交付金の額を含めないこと。

6交 付要綱別添5の 記載にあたっては次の とお り行 うこと。

(1)「 合併年度以降の見込み」欄の記載 にあた り、平成23年 度 に合併 した組合は、合併

時の保険料率の積算の基礎 となった数値 をも とに記載す るこ と。

また、平成22年 度以前に合併 した組合にっいては、平成22年 度以前は決算 、平成

23年 度は予算、平成24年 度以降については見込みの数値 を記載すること。

(2)「2.保 険料率設定の考 え方」欄 については、合併年度以降3ヵ 年 における保 険料率

設定の考 え方 を記載すること。

但 し、不均一の一般保険料率を設定 している場合 は、合併年度以降6ヵ 年 における保

険料率設定の考 え方 を記載す ること。

7別 紙様式3～11の 記載 にあたっては、次 のとお り行 うこと。

(1)原 則 と七て参考記載例の方法によ り作成す ること。

(2)な お、精算時 において未交付額 を生 じさせないため、上記 による積算過程 中に所要の

修 正率等を加 えて積算 しても差 し支 えない こと。

8別 紙様式3及 び8の 記載 にあたっては次の とお り行 うこと。

(1>「2。 平成23年 度法定給付費額」欄 の記入にあた り、平成23年 度の法定給付費の

うち、過誤払い給付や不当利得等 に伴 う返還金があった場合に、本来 、支出科 目に 「戻

入」として取 り扱 うべき ところを 「(款)雑収入 」として経理処理 している場合にっいて

は、その額 にっいて給付費が過大 となるため、各 月の給付費 よ り当該返還金 を控除 した

額 を記入す ること。

(2)な お、別紙様式5及 び10の 「2.平 成23年 度付加給付費額」欄 について も同様 の

取扱い とす ること。

9交 付の方法は、平成23年 度の事業規模の予定額 に対 して概算補助 し、翌年度 に平成23

年度の実績に基づき精算す ること。

従 って、事業実績報告による精算の結果 、補助金 の一部又は全部を返還す るこ ととな る場

合が あるので、交付 申請額の算 出に当たっては慎重を期す こと。

10交 付 申請の締 め切 りは原則平成23年10,月31日 とする。

なお、平成23年10月31日 までに交付 申請を行わなか った組合 において、その後、法定

給付費が著 しく増加す るな どによ り当該補助金の対象 となった場合、当該補助金の交付決定

状況 によっては、追加 申請 を認 める場合 もあるので地方厚生(支)局 に相談すること。

追加 申請 を認 める場合にあっては、追加 申請 日を平成24年2,月29日 とする予定である。
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変更 申請の締 め切 りは原則平成24年2,月29日 とす る。

交付 申請等にかかる添付資料については、別紙によること。

申請書は、地方厚生(支)局 長 を経 由して厚生労働大 臣に提 出す ること。

へ



別 紙

1交 付 申請(平 成23年10.月31日 締切 り)

(1)交 付要綱3の(1)に 該当する健康保 険組合
・交付要綱別添1「基準額計算書」

・交付要綱別添2「平成23年 度健康保険組合給付費等臨時補助金交付 申請書」

・交付要綱別添3「平成23年 度健康保険組合給付費等臨時補助金所要額調書」

・交付要綱別添4「交付 申請額計算書」

・請求書(別 紙様式1)

・添付資料・… ・別紙様 式3～7 、12、13、18～26(別 紙様式18-1、 ユ8-2、19-1,
22-1を 除く)

(2)交 付要綱3の(2)か ら3の(4)に 該当する健康保 険組合
・交付要綱別添2「平成23年 度健康保険組合給付費等 臨時補助金交付 申請書」

・交付要綱別添3「平成23年 度健康保険組合給付費等 臨時補助金所要額調書」

・交付要綱別添4-1「 交付 申請額計算書(合 併促進経費分)」

・交付要綱別添5「保 険料率平準化計画書」

・請求書(別 紙様式1)

・添付資料… ・・別紙様式7-1 、18-1、18-2、19-1、22-1

※別紙様式18-2は 、不均一の一般保険料率の場合のみ添付

2変 更 申請(平 成24年2,月29日 締切り)

(1)交 付要綱3の(1)に 該 当する健康保険組合
・交付要綱別添1「基準額計算書」

・交付要綱別添6「平成23年 度健康保 険組合給付費等臨時補助金変更交付 申請書」

・ 交付要綱別添7「平成23年 度健康保 険組合給付費等臨時補助金所要額変更調書」

・ 交付要綱別添8「変更交付 申請額計算書」

・ 請求書(別 紙様式2)

・ 添付資料 ・・… 別紙様式7～11(別 紙様式7-1を 除く)

(2)交 付要綱3の(2)か ら3の(4)に 該 当する健康保険組合
・ 交付要綱別添6「平成23年 度健康保 険組合給付費等臨時補助金変更交付 申請書」

・ 交付要綱別添7「平成23年 度健康保 険組合給付費等臨時補助金所要額変更調書」

・ 交付要綱別添8-1「 変更交付 申請額計算書(合 併促進経費分)」

・請求書(別 紙様式2)

・ 添付資料 ・… ・別紙様式7-1

3実 績報告書(平 成24年7,月31日 締切り)

(1)交 付要綱3の(1)に 該 当する健康保険組合
・ 交付要綱別添1「基準額計算書」

・ 交付要綱別添9「平成23年 度健康保険組合給付費等臨時補助金事業実績報告書」

・ 交付要綱別添10「平成23年 度健康保 険組合給付費等 臨時補助金精算書」

・ 交付要綱別添11「実績報告計算書」

・ 添付資料 ・… ・別紙様式14～17(別 紙様式15-1を 除く)

(2)交 付要綱3の(2)か ら3の(4)に 該 当する健康保険組合
・ 交付要綱別添9「平成23年 度健康保険組合給付費等臨時補助金事業実績報告書」

・ 交付要綱別添10「平成23年 度健康保険組合給付費等 臨時補助金精算書」

・ 交付要綱別添11-1「 実績報告計算書(合 併促進経費分)」

・ 添付資料 … ・・別紙様式15-1



(別紙参考)

平成23年 度健康保険組合給付費等臨時補助金提出書類一覧

申 請

(平成23年10月)

変 更 申 請

(平成24年2月)

実 績 報 告

(平成24年7月)

提 出 書 類 様式

交付要綱3(1)

該 当 組 合

交付要綱3の ② か ら

3の(4}に 該当する組合

交付要綱3(1)

該 当 組 合

L

交付要綱3の ② か ら

3の 〔4}に該当する組合

交付要綱3(1)

該 当 組 合

交付要綱3の(2)か ら

3の 〔4}に該当する組合

基準額計算書 別添1 ○ ○ ○

平成23年 度健康保険組合給付

費等臨時補助金交付申請書
別添2 ○ ○

平成23年 度健康保険組合給付

費等臨時補助金所要額調書
別添3 ○ ○

交付対象支出予定額計算書 別添4 0

交付対象支出予定額計算書

(合併促進経費分)
別 添4-1

0

(消減組合数分作成)

保険料率平準化計画書 別添5 0

平成23年 度健康保険組合給付

費等臨時補助金変更交付申請書
別添6 ○ ○

平成23年 度健康保険組合

給付費等臨時補助金所要額変更調
別添7 ○ ○

変更交付対象支出予定額計算書 別添8 ○

変更交付対象支出予定額計算書

(合併促進経費分)
別添8-1

○

(消滅組合数分作劇

平成23年 度健康保険組合給付

費等臨時補助金事業実績報告書
別添9 ○ ○

平成23年 度健康保険組合

給付費等臨時補助金精算書
別添10 ○ ○

交付対象支出済額計算書 別添11 ○

交付対象支出済額計算書

(合併促進経費分)
別添11-1

○

〔消滅組合数分作成)

平成23年 度健康保険給付費等臨時

補助金の請求について
別紙様式1

0

(2枚 提出)

0

(2枚 提出)

平成23年 度健康保険給付費等臨時

補助金の請求について(変 更申請ノ
別紙様式2 0

(2枚 堤出)

O
(2枚提出

積算内訳書1 別紙様式3 0

積算内訳書2 別紙様式4 0 辱

積算内訳書3 別紙様式5 0

積算内訳書4 別紙様式6 ○

積算内訳書5 別紙様式7 0 ○

積算内訳書

(合併促進経費分)
別紙様式7-1

0

(消滅組合数分作成)

○

{消滅組合数分作成}

積算内訳書6 別紙様式8 ○

積算内訳書7 別紙様式9 ○

積算内訳書8 別紙様式10 O

積算内訳書9 別紙様式11 o

後発医薬新促進事業概要書 別紙様式12 O

保険給付適正化事業概要書 別紙様式13 0

実績報告内訳書1 別紙様式14 ○

実績報告内訳書2 別紙様式15 ○

実績報告内訳書

(合併促進経費分)
別紙様式15-1

○

{消滅組合数分作劇

後発医薬新促進事業実績概要書 別紙様式16 ○

保険給付適正化事業実績概要書 別紙様式17 0

適用状況 別紙様式18 0

適用状況

(合併促進経費分)
別紙様式18司 0

適用状況

(合併促進経費分)
別紙様式18-2

O
(不均一の一股保険判事の場合〉



ノ

申 請

(平成23年10月)

変 更 申 請

(平成24年2月)

実 績 報 告

(平成24年7月)

提 出 書 類 様式

交付要綱3(1)

該 当 組 合

交付要綱3の ② から

3の(4}に 該当する組合

交付要綱3(1)

該 当 組 合

交付要綱3の(2}か ら

3の(4}に 該当する組合

交付要綱3(1)

該 当 組 合

交付要綱3の(2)か ら

3の 〔4}に該当する組合

財政状況 別紙様式19 0

財政状況

(合併促進経費分)
別紙様式19-1 ○

レセプト点検の実施状況 別紙様式20 O

事業の実施状況 別紙様式21 0

付加給付の状況 別紙様式22 0

付加給付の状況

(合併促進経費分)
別紙様式22-r ○

・

事務組織図 別紙様式23 0

保健指導宣伝及び疾病予防の

実施状況
別紙様式24 0

直営保養所運営状況 別紙様式25 0

財政状況及び今後の財政改善

計画
別紙様式26 ○



別紙様式1

平成 年 月

支出官 厚生労働省大臣官房会計課長 殿

(請求者)組 合 所 在 地

名 称

理 事 長 氏 名

平成23年 度健康保険組合給付費等臨時補助金の請求にっいて

標記補助金にっいて、交付決定通知に基づき、次のとおり請求する。

1請 求額 金 円

2振 込先

日

[
ド

ロ
]
-

匡
ト

に
ト

銀 行 名 本 支 店 別 預金種別 口 座 番 号

フ リガナ

銀行

フ リガナ

本店 ・支店

普通 ・ 当座

〒□□ロ ー□□□ロ
フリガナ

健康保険組合



(別紙様式1の 記入にあたっての注意事項)

※ 日付欄及び請求額欄 は記入せず に2部 作成 して提出す ること。



別紙様式2

平成 年

支出官 厚生労働省大臣官房会計課長 殿

(請求者)組 合 所 在 地

名 称

理 事 長 氏名

平成23年 度健康保険組合給付費等臨時補助金の請求にっいて
(変更申請分)

標記補助金について、交付決定通知に基づき、次のとお り請求する。

1請 求額 金 円

2振 込先

月 日

印

印

銀 行 名 本 支 店 別 預金種別 口 座 番 号

フ リガナ

銀行

フ リガナ

本店 ・支店

普通 ・ 当座

フ リガナ

〒□□ ロー□□□ □

健康保険組合



(別紙様式2の 記入にあたっての注意事項)

※ 日付欄及び請求額欄 は記入せずに2部 作成 して提出す ること。



別紙様式3

積算内訳書1
1.過 度 の法 帽付 宿 (単 立:円

年
度

療 養 給 付 費 家 族 療養 費 年
度

現金給付本人分 現金給付家族分

3～8月 分 3～8月 分 4～9月 分 4～9,月 分 合 計A

20
9～2月 分 9～2.月 分

20
10～3月 分 10～3月 分 合 計B

3～8月 分 3～8月 分 4～9月 分 4～9月 分 合 計C

21
9～2月 分 9～2月 分

21
10～3月 分 10～3,月 分 合 計D

22

3～8.月 分 3～8月 分 4～9月 分 4～9.月 分 合 計E

9～2月 分 9～2月 分
22

10～3月 分 10～3月 分 合 計F

年
度

4～9,・ 己置 呂

医 療 機 関現 物 給 付

換 算 額 本 人 分

4～9,・ 自旦 呂

医療 機 関 現物 給 付

換 算 額 家 族 分

年
度

10～3,・ 己旦 呂

医 療 機 関現 物 給 付

換 算 額 本 人 分

10～3、 、旨旦 呂

医療 機 関 現 物 給 付

換 算 額 家 族 分

現 物 給 付
換 算 額 合 計

20 20

21 21

22 22

2.平 成23度 法 帽 付 (単 立:円) 申び率指w

医 療 給 付 費 現 金 給 付 費 (C+D)÷(A+B)

.弓 療 養 給 付 費 家 族 療 養 費 月 被 保 険 者 分 被 扶 養 者 分

3 4 (E+F)÷(C+D)

4 5

5 6 (G+H)÷(E+F)

6 7

7 8

8 9

計
① ②

計
③ ④ ①+②+③+④ 計

療 養 給 付 費 推 計 家族 療養 費 推計 被 保険 者分 推計 被 扶養 者分 推計

⑤9～2月 計 ⑥9～2.月 計 推
計

⑦10～3,月 計 ⑧10～3月 計 ⑤+⑥+⑦+⑧ 計

医療給付費合計

①+②+⑤+⑥

⑨ 現金給付費合計

③+④+⑦+⑧

⑩

組合直営医療機関

現物給付換算額

⑪ 法定給付費合計

⑨+⑩+⑪

⑫

※ 「高齢者療養給付費」にっいては 「療養給付費」に含 めること。また、「高額療養費」については、現物給付(医

療給付)と現金給付にそれぞれ分け、さらに被保険者分と被扶養者分に分 けること。なお、「合算高額療養 費」に
ついては、被保険者分 に含めること。

※ 「高額介護合算療養費」にっいては、被保 険者分と被扶養者分に分けること。

なお、同一,月内にお ける被保 険者及び被扶養者の支払った一部負担金等の額を合算(同 一.月内において同一のレセプトを合算する場合を含む)す ることによる「高額介護合算:療養費」にっいては
、被保険者分に含めること。



別紙様式4

積算内訳書2
[計算式]

医療給付費(平 成23年3月 ～平成23年8,月 診療分実績及び平成23年9.月 ～平成24年2 ,月診療分見込)

現金 給付(平 成23年4,月 ～ 平成23年9,月 支給 決 定分 及 び平 成23年10,月 ～ 平成24年3.月 支 給決 定 分 見込)

現物給付換算額(平 成23年4,月 ～平成23年9.月 診療分実績及び平成23年10.月 ～平成24年3,月診療分見込)

※本人分 ・家族分別 に算 出



別紙様式5

1.過 年度の付加給付費実績額

積算内訳書3
(単位:円)

年
度

一部負担還元金 合算高療付加金 家族療養付加金
傷病手当付加金
(延長を含む)

その他付加給付
の合計 合 計

20

4～9月 分 4～9月 分 4～9月 分 4～9月 分 4～9月 分 4～9月 分A

10～3月 分 10～3月 分 10～3月 分 10～3月 分 10～3月 分 10～3月 分B

21

4～9月 分 4～9月 分 4～9月 分 4～9月 分 4～9月 分 4～9月 分C

10～3月 分 10～3月 分 10～3月 分 10～3月 分 10～3月 分 10～3月 分D

22

4～9月 分 4～9月 分 4～9月 分 4～9月 分 4～9月 分 4～9月 分E

10～3月 分 10～3月 分 10～3月 分 fo～3月 分 10～3月 分 10～3月 分F

2.平 成23年 度付加給付費額 (単位:円)※ 伸び率指数

.月
一部負担還元金 合算高額療養

付 加 金
家族療養付加金

傷病手当付加金
(含む延長)

その他付加金計
(C+D)÷(A+B)

4 (E+F)i(C+D)

5

6 (G+H)÷(E+F)

7

8

9

計
付加給付実績合計G

一部負担還元金推計 合算高額療養推計 家族療養付加金推計 傷病手当付加金推計 その他付加金計推計
o

推
計

10～3月 計 10～3月 計 10～3月 計 10～3月 計 10～3月 計 付加給付推計合計:H

合
計

年間総合計



別紙様式6

[計算式]

積算内訳書4

付 加給 付 費(平 成23年4,月 ～平 成23年9.月 支給 決 定 分及 び 平成23年10,月 ～平 成24年3 ,月支給 決 定分 見 込)



別紙様式7

積算内訳書5

1.平 成23年 度年間平均被保険者数、年間平均標準報酬 月額、年間総標準賞与額

.月
被保険者数男女計 平均標準報酬月額

男女計(円)
標準報酬月額総計 標準賞与額総計

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

計 ① ②

平

均

③ ④ ③=① ÷12

④=② ÷①(小 数点第1位 を四捨五入

[平成23年度年間平均被保険者数算出基礎]

[平成23年 年間平均標準報酬月額 出基礎]

※各数値(標 準賞与額総計を除く)の算出にあたっては、育児介護休業中である被保険者も含めること。

2.年 間平均被保険者数実績及び増減見込人数、年間平均標準報酬月額実績及び増減見込額

区 分 21年 度 A22年 度 B23年 度 増 減B-A年
間
平
均
被
保
険
者
数

男

女

計

(人) ③

区 分 21年 度 C22年 度 D23年 度 増 減D-C
年
間
平
均
標
準
報
酬
月
額

男

女

計
(円) ④

※各数値の算出にあたっては、育児介護休業中である被保険者も含めること。



別紙様式7-1

積算内訳書(合 併促進経費分)

平成23年 度年間平均被保険者数、年間平均標準報酬月額、年間総標準賞与額

(1)存 続組合分

月
被保険者数男女計 平 均 標 準 報 酬 月 額

男 女 計(円 〉
標準報酬月額総計 標準賞与額総計

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2
亀

計 ① ②
年間総標準 与額

平

均

年間平均被保険者数

③

年間平均標準報酬月額

④ ③=① ÷12

④=② ÷①(小 数点第1位 を四捨五入)

にあたっては、育児介護休業中である被保※ 値(標 準 員 与 額総 計 を 。、く)の 出

[平23年 年間平均 保険 数 出基礎]

[平成23年 度年間平均標準報酬月額算出基礎]

(2)消 滅組合分(消 滅組合名: )

.月
被保険者数男女計 平均標準報酬月額

男女計(円)
標準報酬月額総計

(

標準賞与額総計

(

3

4

5

6 o

7

8

9

10

11

12

1

2

計 ⑤ ⑥
年間総標準 与額

平

均

年間平均被保険者数

⑦

年間平均標準報酬月額

⑧ ⑦=⑤ ÷12

⑧=⑥ ÷⑤(小 数点第1位 を四捨五入

[平23年 年間平均 保険 数 出基礎]

o

[平成23年度年間平均標準報酬,月額算出基礎]

※ 消滅組合が複数ある場合は消滅組合毎に作成すること。

ただし、「(1)存続組合分」については、1部のみの記載で差し支えないこと。

※ 各数値(標準賞与額総計を除く)の算出にあたっては、育児介護休業中である被保険者も含めること。



別紙様式8

積算内訳書6
1.過 年度の法定給付費実績 (単位:円)

年
度

療 養 給 付 費 家 族 療 養 費
年
度

現金給付本人分 現金給付家族分

20

3～12月 分 3～12月 分 4～1月 分 4～1月 分 合 計A

1～2月 分 1～2月 分
20

2～3月 分 2～3月 分 合 計B

21

3～12月 分 3～12月 分 4～1月 分 4～1月 分 合 計C

1～2月 分 1～2月 分
21

2～3,月 分 2～3月 分 合 計D

22

3～12,月 分 3～12月 分 4～1月 分 4～1月 分 合 計E

1～2月 分 1～2月 分
22

2～3月 分 2～3月 分 合 計F

年
度

4月 ～1月 組行 犀 呂

医 療機 関 現物 給付
換 算 額 本 人 分

4月 ～1月 組 閏旦 呂

医療機 関現 物 給 付

換 算 額 家 族 分

年
度

2月 ～3月 組価 旦 呂

医療機 関現 物 給 付

換 算 額 本 人 分

2月 ～3月 組 日旦 呂

医療 機 関現 物 給 付

換 算 額 家 族 分

現 物 給 付
換 算 額 合 計

20 20

21 21

22 22

2.平 成23度 法定,。付 ('立:円)

現 金 給 付 費

月 療 養 給 付 費 家 族 療 養 費 .月 被 保 険 者 分 被 扶 養 者 分 伸び率指数

3 4 (C+D)÷(A一 トB)

4 5

5 6 (E一トF)÷(C+D)

6 7

7 8 (G+H)÷(E+F)

8 9

9 10

10 11

11 12

12 1

計
① ②

計
③ ④ ①+②+③+④ 計

療 養 給 付 費 推 計 家 族 療 養 費 推 計 被 保 険 者 分 推 計 被 扶 養 者 分 推 計

推
計

⑤1～2月 計 ⑥1～2,月 計 推
計

⑦2～3,月 計 ⑧2～3月 計 5+⑥+⑦+⑧ 計

医療給付費合計

①+②+⑤+⑥

⑨ 現金給付費合計

③+④+⑦+⑧

⑩

組合直営医療機関

現物給付換算額

⑪ 法定給付費合計

⑨+⑩+⑪

⑫

※ 「高齢者療養給付費」については「療養給付費」に含めること。また、「高額療養費」については、現物給付

(医療給付)と現金給付にそれぞれ分け、さらに被保険者分と被扶養者分に分けること。なお、「合算高額療

養費」については、被保 険者分に含めること。

※ 「高額介護合算療養費」については、被保険者分と被扶養者分に分けること。

なお、同一∴月内における被保険者及び被扶養者の支払った一部負担金等の額を合算(同 一,月内におい
て同一のレセプトを合算する場合を含む)す ることによる「高額介護合算療養費」については、被保険者分に

含めること。



別紙様式9

積算内訳書7
[計算式]

医療給付費(平 成23年3,月 ～平成23年12,月 診療分実績及び平成24年1,月 ～平成24年2月 診療分見込)

現金 給 付 費(平 成23年4.月 ～ 平成24年1,月 支給 決 定分及 び 平成24年2.月 ～平 成24年3,月 支 給決 定分 見 込)

現物給付換算額(平 成23年4.月 ～平成24年1.月 診療分実績及び平成24年2.月 ～平成24年3,月 診療分見込)

※本人分・家族分別 に算 出



別 紙様式10

積算内訳書8
1.過 年度 の付加給付 実績額 (単位:円)

年
度

一部負担還元金 合算高療付加金 家族療養付加金 傷病手当付加金
(延長を含む)

その他付加給付
の合計 合 計

,

20

4～1月 分 4～1月 分 4～L月 分 4～1月 分 4～1.月 分 4～1月 分A

2～3月 分 2～3月 分 2～3月 分 2～3月 分 2～3月 分 2～3月 分B

21

4～1月 分 4～L月 分 4～1月 分 4～ 瑚 分 4～1月 分 4～L月 分C

2～3月 分 2～3.月 分 2～3月 分 2～3月 分 2～3.月 分 2～3月 分D

22

4～L月 分 4～L目 分 4～1月 分 4～L月 分 4～1月 分 4～1月 分E

2～3.月 分 2～3月 分 2～3月 分 2～3月 分 2～3月 分 2～3月 分F

2.平 成23年 度付加給付費額 (単位:円)

,月
一部負担還元金 合算高額療養

付 加 金
家族療養付加金

傷病手当付加金
(含む延長)

その他付加金計

4 ※伸び率指数

5 (C+D)÷(A+B)

6

7 (E+F)÷(C+D)

8

9 (G+H)÷(E+F)

10

11

12

1 付加給付実績合計G

計
一部負担還元金推計

合算高額療養推計 家族療養付加金推計 傷病手当付加金推計 その他付加金計推計

推
計

2～3月 計 2～3月 計 2～3月 計 2～3.月 計 2～3月 計 付加給付推計合計H

合
計

年間総合計



別紙様 式11

[計算式]

積算内訳書9

付加給付費(平 成23年4月 ～平成24年1月 支給決定分及び平成24年2月 ～平成24年3月 支給決定分見込)



別紙様 式12

後 発 医 薬 品 促 進 事 業 概 要 書

1.平 成23年 度事業概要

選択欄 平成23年 度事業内容

1-1後 発医薬品使用促進通知事業(実 施)

1-2後 発 医薬品使用促進通知事業(計 画)

1-3後 発医薬品周知広報事業

2.事 業内容

1刊 後発医薬品使用促進通知事業(実 施)

項目 記載欄

1後 発医薬品に切替え可能な医薬品を処方された者全員

配布対象者 2上 記の一部(通知対象者範囲:)

3そ の他(通知対象者範囲:)

実施回数 年 回

実施時期

1後 発医薬品に切替え可能な医薬品名・切替えた場合の薬品名・価格(削減効果)全て

通知内容 2上 記のうち一部(通知内容=)

3そ の他(通知内容=)

1-2後 発医薬品使用促進通知事業(計 画)

項 目 記載欄

進捗段階 1シ ステム仕様書の検討 ・作成2委 託業者確定・契約3シ ステム構築

予算額

年 月 年 月
次年度以降の工程

年 月 年 月
*予 算額が確認できる書類(予 算書 、見積書等)を添付すること。

1-3後 発医薬品周知広報事 業

1-3-1機 関誌等による広報概要

項 目 記載欄

広報媒体 健保組合発行機関誌 母体企業発行機関誌 各種パンフレットへ の記事掲載 組合ホームページ

配布対象者
その他 の者 その他の者 その他 の者 その他の者

配布部数 一

配布回数 一

広報(配布)時 期 *

配布対象者欄には右記から該 当する記号を記載すること(複数選択可)『1全 被保険者2全 被保険者+被 扶養者3全 被保険者+そ の他』

宰 配布時期に変え、ホームページにアップした時期を記載すること

1-3-2後 発医薬品使用促進パンフレットによる広報概要

項 目 記載欄

配布対象者

配布部数

広報(配 布)時期
/



3.事 業実施後の対応

項 目 記載欄

対応内容 1費 用分析2ア ンケート3そ の他()

事業規模
1促 進事業対象者全員

2促 進事業対象者の一部(促進事業対象者の_割 を対象予定)

手法

費用分析の場合

1業 者委託2自 ら実施3そ の他()

アンケートの場合

1業 者委託2自 ら実施3そ の他()

媒体
1紙2メ ール3電 話による聴取4ホ ームページへの投稿依頼

(アンケートの場合のみ記載) 5その他()

実施予定時期(*)

*実 施予定時期については、平成23年 度 に限らず平成24年 度の実施計画でも差し支えないが、事業実績提出前でなければならない。



別紙様式13

1.医 療費通知

保 険 給 付 適 正 化 事 業 概 要 書

項 目 記載欄

通知対象レセプトの範囲 1全 件2一 部3そ の他()

通知の実施月 1毎 月2毎 月以外(実施月)

通知対象月分 年間 か月分の通知を実施

2.レ セプト点検

項目 記載欄

内容点検対象レセプト
の範囲

1全 件2一 部(点 以下)の レセプトを除外

3そ の他()

内容点検の実施月 1毎 月2毎 月以外(実施月)

縦覧点検対象レセプト
の範囲

1全 件2一 部(点 以下)のレセプトを除外

3そ の他()

縦覧点検の実施月 1毎 月2毎 月以外(実施月)

3.傷 病手当金の適正支給確認

項 目 記載欄
レセプト等関係資料

との照合・確認
1全 件実施2そ の他()

実地調査の対象事案
(具体的に記載すること)

実地調査の実施状三調査実施件数 件(平 成22年 度実績)

4.被 保険者証の検認

項 目 記載欄

検認の実施月

5.後 発医薬品使用促進事業

別紙様式12の とおり



別紙様式14

実 績 報 告 内 訳 書1

医 療 給 付 費 現 金 給 付 費
合 計

月 療養給付費 家族療養費 被保険者分 被扶養者分

3

円 円
4

円 円 円

4 5

5 6

6 7

7 8

8 9

9 10

10 11

11 12

12 1

1 2

2 3

計
① ②

計
③ ④

医療給付費合計

(①+②)

⑤ 円 現金給付費合計

(③+④)

⑥ 円

現物給付換算額 ⑦ 円 法定給付費合計

(⑤+⑥+⑦)

⑧ 円

※ 「高齢者療養給付費」にっいては 「療養給付費」に含めること。また、「高額療養 費」にっいては、

現物給付(医 療給付)と現金給付 にそれぞれ分け、さらに被保険者分と被扶養者分に分 けること。

なお、「合算高額療養費」については、被保険者分に含めること。

※ 「高額介護合算療養費」にっいては、被保 険者分と被扶養者分に分けること。

なお、同一.月内における被保 険者及び被扶養者の支払った一部負担金等の額を合算(同 一月

内において同一のレセプトを合算する場合を含む)す ることによる「高額介護合算療養費」にっいて

は、被保 険者分 に含めること。



別紙様式15

実 績 報 告 内 訳 書2

1.付 加給付の月別内訳

.月

一部負担

還 元 金

合算高額療養費

付 加 金

家族療養

付加金

傷病手当付加金

(延長 含)

その他付加金

合 計

付加金

合 計
,月

標準報酬

月額総計

標準賞与額

総 計

.月末 現 在

被保険者数

4

円 円 円 円 円 円

3

千円 千円 人

5 4

6 5

7 6

8 7

9 8

10 9

11 10

12 11

1 12

2 1

3 2

計 計

⑨ ⑩

年間平均標準報酬月額

(⑨÷⑩)

円 年 間平均被保険者数

(⑩ ÷12)

人



別紙様 式15-1

実績報告内訳書(合 併促進経費分)

平成23年 度年間平均被保険者数、年間平均標準報酬月額、年間総標準賞与額

(1)存 続組合分

月
被保険者数男女計 平 均 標 準 報 酬 月 額

男 女 計(円)
標準報酬月額総計 標準賞与額総計

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

計 ① ②

平
均

③ ④ ③=① ÷12

④=② ÷①(小 数点第1位 を四捨五入)

(2)消 滅組合分 (消滅組合名: )

月 被保険者数男女計 平 均 標 準 報 酬 月 額
男 女 計(円)

標準報酬月額総計 標準賞与額総計

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

計 ⑤ ⑥

平
均

⑦ ⑧ ⑦=⑤ ÷12

⑧=⑥ ÷⑤(小 数点第1位 を四捨五入)

※ 消滅組合が複数 ある場合 は消滅組合毎に作成すること。
ただ し、 「(1)存 続組合分」については、1部 のみの記載で差 し支え

ないこと。



別紙様 式16

後 発 医 薬 品 促 進 事 業 実 施 報 告 書

1.平 成23年 度事業概要

選択欄 平成23年度事業内容

1-1後 発医薬品使用促進通知事業(実 施)

1-2後 発医薬品使用促進通知事業(計 画)

1-3後 発医薬品周知広報事 業

2.事 業内容

1-1後 発医薬品使用促進通知事 業(実 施)

項目 記載欄

1後 発医薬品に切替え可能な医薬品を処方された者全員

配布対象者 2上 記の一部(通知対象者範囲=)

3そ の他(通知対象者範囲=)

実施回数 年 回

実施時期

1後 発医薬品に切替え可能な医薬品名・切替えた場合の薬品名・価格(削減効果)全て

通知内容 2上 記のうち一部(通知内容=)

3そ の他(通知内容=)

1-2後 発医薬品使用促進通知事 業(計 画)

項 目 記載欄

進捗段階 1シ ステム仕様書の検討 ・作成2委 託業者確定・契約3シ ステム構築`

執行額

年 月 年 月
次年度以降の工程

年 月 年 月
*予 算額が確認できる書類(予 算書、見積書等)を添付すること。

1-3後 発医薬品周知広報事 業

1-3-1機 関誌等による広報概要

項 目 記載欄

広報媒体 健保組合発行機関誌 母体企業発行機関誌 各種 パンフレットへの記事掲載 組合ホームページ

配布対象者
その他の者 その他の者 その他の者 その他の者

配布部数 一

配布回数 一

広報(配 布)時期
*

配布対象者欄には右記から該当する記号を記載すること(複数選択可)『1全 被保険者2全 被保険者+被 扶養者3全 被保険者+そ の他』

*配 布時期に変え、ホームページにアップした時期を記載すること

1-3-2後 発医薬品使用促進パンフレットによる広報概要

項目 記載欄

配布対象者

配布部数

広報(配布)時 期



3.事 業実施後の対応

項目 記載欄

対応内容 1費 用分析2ア ンケート3そ の他()

事業規模
1促 進事業対象者全員

2促 進事業対象者の一部(促進事業対象者の_割 に実施)

手法

費用分析の場合

1業 者委託2自 ら実施3そ の他()

アンケートの場合

1業 者委託2自 ら実施3そ の他()

媒体
(アンケートの場合のみ記載)

1紙2メ ール3電 話による聴 取4ホ ームページへの投稿依頼

5その他()

実施時期
*費 用分析結果、アンケート結果(1-2の 事業にあっては次年度事業計画書)の 詳細が明らかになる文書を添付すること。



別紙様 式17

保 険 給 付 適 正 化 事 業 実 績 報 告 書

1.医 療 費通 知

項 目 記載欄

通知対象レセプトの範囲 1全 件2一 部3そ の他()

通知の実施月 1毎 月2毎 月以外(実施月)

通知対象月分 年間 か月分の通知を実施

2.レ セプト点 検

項目 記載欄

内容点検対象レセプト
の範囲

1全 件2一 部(点 以下)のレセプトを除外

3そ の他()

内容点検の実施月 1毎 月2毎 月以外(実施月)

縦覧点検対象レセプト
の範囲

1全 件2一 部(点 以下)の レセプトを除外

3そ の他()

縦覧点検の実施月 1毎 月2毎 月以外(実施月)

3.傷 病手 当金の適正支給確認

項目 記載欄
レセプト等関係資料
との照合・確認

1全 件実施2そ の他()

実地調査の実施状三調査実施件数 件(平 成23年 度実績)

実 地調 査概 要
(主な事案5件まで記載)

(箇条書き)

4.被 保険者証の検認

項目 記載欄

検認の実施月

5.後 発医薬品使用促進事業

別紙様式16の とおり
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適用状況

事 項 21年 度末 22年 度末 23年8(11),月 末

事 業 所 数 事業所 事業所 事業所

男 子 人 人 人

女 子 人 人 人
被
保
険
者
等

合 計 人 人 人

任継(再 掲) 人 人 人

平 均 年 齢 歳 歳 歳

平 均 標 準 報 酬,月 額 円 円
'円

年 間 総 標 準 賞 与 額 千円 千円 千円

扶 養 率 人 人 人

前 期 高 齢 者 数 人 人 人

前 期 高 齢 者 加 入 率 % % %

事 業 主 負 担 分 %Q %o %o一

般
保
険
料

被保 険者負 担分 %o %o %o

合 計 %o %o %o

事 業 主 負 担 分 %o %o %o調
整
保
険
料

被保険者負担 分 %o %o %o

合 計 %o %o %o

※ 平成24年1.月 に初 めて交付要綱3の(1)に 係る給付費等臨時補助金の申請を行う場合は、平成23年

11月 末の数値 を記載すること。

※ 各数値(年 間総標準賞与額を除く)の算出にあたっては、育児介護休業 中である被保険者も含める

こと。



別紙様式18-1

適用状況(合 併促進経費分)

事 項
合併前 合併後

① 存続組合 ② 消滅組合 ③ 合併組合

健 康 保 険 組 合 名 組合 組合 組合

事 業 所 数 事業所 事業所 事業所

男 子 人 人 人
被
保
険
者
等

女 子 人 人 人

合 計 人 人 人

任継(再 掲) 人 人 人

平 均 年 齢 歳 歳 歳

平 均 標 準 報 酬,月 額 円 円 円

年 間 総 標 準 賞 与 額 千円 千 円 千 円

扶 養 率 人 人 人

前 期 高 齢 者 数 人 人 人

前 期 高 齢 者 加 入 率 % % %

事 業 主 負 担 分 %o %o %o
一

般
保
険
料

被保険者負担分 %o %o %o

合 計 %o %o %Q

事 業 主 負 担 分 %o %o %o調
整
保
険
料

被保 険者 負担分 %o %o %o

合 計 %o %o %o

1「 ①存続組合」欄及び 「②消滅組合」欄 については、合併月の前月末にお ける数値 をそれぞれ

記載すること。

2「 ③合併組合」欄 にっいては、存続組合及び消滅組合が合併 した後の平成23年 度予算の数値

を記載す ること。

3不 均一の一般保 険料率 を設定 してい る場合は、合併後の 「一般保険料」欄 は記載不要。

4な お、平成21年 度及び平成22年 度 において合併促進経費を申請 した組合 については、

「①存続組合」欄及び 「②消滅組合」欄 の記入 を省略できること。

5消 滅組合が複数 ある場合 は、新たに消滅組合欄 を追加す ること。

6各 数値(年 間総標 準賞与額を除 く)の 算出に当たっては、育児介護休業 中である被保険者 も

含 めること。



別紙様式18-2

適用状況(合 併促進経費分)

合併後
事 項

① 存続組合 ② 消滅組合

健 康 保 険 組 合 名 組合 組合

事.業 所 数 事業所 事業所

男 子 人 人

女.子 人 人

被
保
険
者
等

合 計 人 人

任継(再 掲) 人 人

平 均 年 齢 歳 歳

平 均 標 準 報 酬 月 額 円 円

年 間 総 標 準 賞 与 額 千円 千円

扶 養 率 人 人

前 期 高 齢 者 数 人 人

前 期 高 齢 者 加 入 率 % %

事 業 主 負 担 分 %o %o
一

般
保
険
料

被保 険者負 担分 %o %o

合 計 %o %o

1本 表 は、不均一の一般保 険料率を設定 して る場合において作成す ることとし、存続組合及び

消滅組合が合併 した後 の平成23年 度予算の数値 を記載すること。

2消 滅組合が複数あ る場合は、新たに消滅組合欄 を追加 すること。

3本 表 は、別紙様式17-1に 添付す ること。

4各 数値(年 間総標 準賞与額 を除 く)の 算出に当たっては、育児介護休業 中である被保 険者 も

含めること。
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財政状況

事 項
21年 度

(決算)

22年 度

(決算)

23年 度

(予算)

経常収入 千円 千円 千円経
常
収
支

経常支出 千円 千円 千円

収支差引 千円 千円 千円

法定給付費 円 円 円

付加給付費 円 円 円

被
保
険
者
一

人
当

た

り

保険給付費A 円 円 円

納付金B 円 円 円

A十B 円 円 円

前期高齢者一人当た り医療費 円 円 円

法定給付費等に

要する保険料率 %o %o %o

実質保険料率 %o %o %o

法定給付費等の保険

料収入に占める割合 % % %
前期高齢者納付金 ・交付金 % % %

後期高齢者支援金 % % %

納付金等

の保険料

収入に占

める割合

老人保健拠出金 % % %

合 計 % % %

保健事業費の保険料
収入に占める割合 % % %

収入未済額 千円 千円 千円

支払未済額 千円 千円 千円

金 額 千円 千円 千円準
備
金 保有率 % % %

別途積立金 千円 千円 千円

※ 「被保険者1人 当た り」 の各欄 には、各年度の 「収入支 出決算概要表(そ の2)」 及び 「収入支 出

予算概要表(そ の2)」 の該当金額を記載す ること。

※ 「納付金等の保 険料収入 に占める割合」欄 の うち 「合計」欄 の記載 の際にあた り、前期高齢者交付

金 がある場合、または老人保健拠出金の還付額 がある場合 には、 これ を控除 した割合を記載す ること。
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財政状況(合 併促進経費分)

合併前 合併後
事 項

① 存続組合 ② 消滅組合 ③ 合併組合

健 康 保 険 組 合 名 組合 組合 組合

経常収入 千円 千円 千円経
常
収
支

経常支出 千円 千円 千円

収支差引 千円 千円 千円

法定給付費 円 円 円

付加給付費 円 円 円

被
保
険
者
一

人
当
た
り

保険給付費A 円 円 円

納付金B 円 円 円

A十B 円 円 円

前期高齢者一人当たり医療費 円 円 円

法定給付費等に

要する保険料率 輪 % %o

実質保険料率 輪 輪 %

法定給付費等の保険

料収入に占める割合 % % %

前期高齢者納付金 ・交付金 % % %

後期高齢者支援金 % % %

納付金等

の保険料

収入に占

める割合

老人保健拠出金 % % %

合 計 % % %

保健事業費の保険料
収入に占める割合

% % %

収入未済額 千円 千円 千円

支払未済額 千円 千円 千円

金 額 千円 千円 千円準
備
金 保有率 (%) (%) (%)

別途積立金 千円 千円 千円

1「 ①存続組合」欄及び 「②消滅組合」欄については、合併月の前.月末における数値をそれぞれ

記載すること。

2「 ③合併組合」欄については、存続組合及び消滅組合が合併 した後の平成23年 度予算の数値

を記載すること。

3な お、平成21年 度及び平成22年 度において合併促進経費を申請 した組合にっいては、

「①存続組合」欄及び 「②消滅組合」欄の記入を省略できること。

4消 滅組合が複数ある場合は、新たに消滅組合欄を追加すること。



別紙様式20

レセプ ト点検の実施状況

(1)レ セプ ト点検業務を担 当してい る職員数

(22年 度実績)

専 任 兼務(非 常勤職員含) 合 計

人 人 人

(2)外 部委託の状況
外部委託を しておれば○印を付す こと、一部の場合は△印を付す こと。

資 格 点 検 縦 覧 点 検 内 容 点 検

8

(3)レ セプ ト点検による財政効果額(実 効果額)

総 額 円

被 保 険 者 一 人 当 た り金 額 円

(注)被 保険者一人当た り額 は総額 を年 間平均被保 険者数 で除 した額 とす る。

(4)平 成22年 度資格点検の実施状況

区 分 資格点検(点 検率)

一 般 分
%

前 期 高齢 者 分 %



(5)レ セプ ト点検及 び被保険者 か らの届 出(第 三者行為届出)等 によ り、不正不 当と

して処理 したものの状況(平 成22年 度)

区 分 件 数 金 額

業 務 上 該 当 件 円

第三者
自動車事故 件 円

行 為
そ の 他 件 円

他 保 険 者 分 件 円

重 複 請 求 件 円

資 格 喪 失 後 受 診 件 円

点 数 誤 り 件 円

内 容 審 査 件 円

合 計 件 円

(6)(5)の うち不正不 当と確定 したものについて、実際に過誤調整済又は収納済 とな

った状況(平 成22年 度)

区 分 件 数 金 額

支 払 基 金 で 調 整 済 件 円

被保険者 等か ら調整 済 件 円

合 計 件 円



別紙様式21

事業の実施状況

度脚2

算予

%

円

o
。

円

%

円

。
。

円

o。

円

。o

円

%

円

Q。

度膵2

算決

%

円

o。

円

%

円

。。

円

%

円

。 。

円

oo

円

。。

算予

%

円

Q。

円

%

円

。 。

円

。。

円

。。

円

Qo

円

oo

度咋2

算決

%

円

oo

円

o。

円

。。

円

o。

円

。
。

円

oo

円

。。

算予

%

円

o。

円

o。

円

o。

円

Q。

円

o。

円

%

円

。
。

度年
項事

り

額た当人一金

合割

り

額た当人一金

合割

り

額た当人一金

合割

り

額た当人一金

合割

り

額た当人一金

合割

り

額た当人一金

合割

り

額た当人一金

合割

り

額た当人一金

合割

健
導
費伝①保指宣

病

費防②疾予

育
費励③体奨

療
援宅支④在養

保
費営所直養

他のぞ

計合

④
計～合①の

保 健 事 業 費 総 計

割 合

0
0

00 00 00 00

(注)割 合欄 には、保険料収入に 占める割合を、百分率で小数点以下第2位 まで記入す ること。



別紙様式22

付加給付の実施状況(平 成23年9月 末現在)

内 容
事 項 給 付 の 内 容

今 後 に お け る 給 付
内 容 の 変 更 予 定

一 部 負 担

還 元 金

合 算 高 額
療 養 付 加 金

傷 病 手 当
付 加 金

延 長 傷 病
手 当 付 加 金

出 産 手 当
付 加 金

出 産 育 児
付 加 金

家 族 出 産
育 児 付 加 金

埋 葬 料
付 加 金

埋 葬 費
付 加 金

家 族 埋 葬 料
付 加 金

家 族 療 養
付 加 金

訪 問 看 護
療 養 付 加 金

家 族 訪 問 看 護
療 養 付 加 金

※ 平成24年1,月 に初めて交付要綱3の(1)に 係る給付費等臨時補助金の申請を行う場合は、平成23

年12,月 末現在 の給付 内容を記載すること。



別紙様式22-1

付加給付の状況(合 併促進経費分)

付加の給付内容

事 項 合併前 合併後

① 存続組合 ② 消滅組合 ③ 合併組合

健 康 保 険 組 合 名 組合 組合 組合

一 部 負 担

還 元 金

合 算 高 額
療 養 付 加 金

傷 病 手 当
付 加 金

延 長 傷 病
手 当 付 加 金

出 産 手 当
付 加 金

出 産 育 児
付 加 金

家 族 出 産
育 児 付 加 金

埋 葬 料
付 加 金

埋 葬 費

付 加 金

家 族 埋 葬 料
付 加 金

家 族 療 養
付 加 金

訪 問 看 護
療 養 付 加 金

家 族 訪 問 看 護
療 養 付 加 金

1「 ①存続組合」欄及び 「②消滅組合」欄 にっいては、合併月の前月末 における付加給付の給付

内容 を記載す ること。

2「 ③合併組合」欄 については、存続組合及び消滅組合が合併 した後 にお ける平成23年 度 の付

加給付 の内容 を記載す ること。

3平 成21年 度及び平成22年 度 において合併促進経費を申請 した組合 については、 「①存続組

合」欄及び 「②消滅組 合」欄の記入を省略できること。
4消 滅組合 が複数 ある場合は、新たに消滅組合欄 を追加す ること。



別紙様式23

事務組織図(平 成 年 月 日現在)

(注)事 務分掌、専任 ・兼任の別 を明 らかにす ること。
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参考記載例

積算内訳書記載例(交 付 申請時)

①医療給付費
(平成23年3月 ～平成23年8月 診療実績額及び平成23年9月 ～平成24年2月 診療見込額)

〔療養給 付費 の算 出例 〕

平 成23年3月 ～8月 平 成21年9月 ～ 翌年2月 分 療養 給 付 費 平 成22年9月 ～ 翌 年2月 分 療 養 給 付 費

療 養 給 付 費(被 保 険 者 分)平 成21年3月 ～8月 分 療 養 給 付 費 平 成22年3月 ～8月 分 療 養 給 付 費

蛾 一 ×/〔22,378,06223,338,581十

11,865,71912,438,334〕 ÷ 尋

一 一 鶴 ×{〔1 ・885942+1.876343

(小数 点第7位 切 り捨 て)(小 数 点第7位 切 り捨 て)〕 ÷2ト

〔家族療養給付費の算出例〕

平 成23年3,月 ～8月 平成21年9月 ～翌年2月 分 療 養 給付 費 平 成22年9月 ～ 翌 年2月 分 療 養 給 付 費

家族療 養給付 費(被 扶養 者分)平 成21年3月 ～8月 分 療 養 給 付 費 平 成22年3月 ～8月 分 療 養 給 付 費

几 一 ×{〔}i:ii}:iii+}1:iiil壽i〕 ÷尋

一 瓦 一 ×{〔1 ・9・5399+2・354225
(小数点第7位切り捨て)(小 数点第7位切り捨て)〕 ÷2ト

19,899,860

(円 未 満 四 捨 五 入)

23,777,530

(円 未 満 四捨 五 入)

②現金給付費
(平成23年4月 ～平成23年9月 支給決定額及び平成23年10月 ～平成24年3月 支給見込額)

(原則 として医療給付費の積算 と同 じ)

③現物給付換算額
(平成23年4月 ～平成23年9月 診療実績額及び平成23年10月 ～平成24年3月 診療見込額)

(原則 として医療給付費の積算 と同 じ)



④年間平均被保険者数
(平成23年3月 ～平成23年8月 実績 数及び平成23年9月 ～平成24年2月 見込数)

[年 間平均被保険者数]=[被 保険者数合計]÷12月(小 数点第1位 四捨五入)

(例)
実績 23年3,月

月

月

月

日
μ
月

4

5

6

7

8

[被保険者数]
8,013人

8,352

8,324

8,294

8,288

8,291

見込 9.月

10.月

11.月

12月

24年1.月

2月

8,289

8,290

8,279

8,286

8,277

8,242

【年間平均被保険者数(小 数点第一位四捨五入)】

99,225人 ÷12,月=8,269人

⑤年間平均標準報酬月額
(平成23年3月 ～平成23年8月 実績額及び平成23年9月 ～平成24年2月 見込額)

[年 間 平 均 標 準 報 酬 月 額]=[標 準 報 酬 月 額 年 総 額*]÷[被 保 険 者 数 合 計]

*[標 準報酬月額年総額]=[各,月 の平均標準報酬月額 × 被保険者数]の12ヶ 月の合計額(3～8月分は実績、23年9,月～24年2月分は見込みによる)

(例)
実績

[平均標準報酬月額][被 保険者数]
23年3.月

月

月

月

月

月

4

5

6

7

8

304,145円

304,849

304,936

305,122

305,276

305,331

人3

n
∠

4

4

(6

引⊥

-
⊥
F
O

∩
∠

Q
σ

Q
U

Q
σ

(
∪

∩」

3

2

9
自

2

8

8

8

∩6

0
0

Q
Q

×

×

×

×

×

×

【標準報酬.月額合 計】
23年3月 ～23年8月 実績

23年9月 ～24年2.月 見込

見 込9月305,412

10/iヨ305,322

11ノ 目305,256

12∫ ヨ305,499

24年1.月305,591

2月305,472

8,289

8,290

8,279

8,286

8,277

8,242

【標準報酬月額年総額】

15,113,808,674円

15,168,335,517円

30,282,144,191円

【年間平均標準報酬 月額(円 未満四捨五入)】

30,282,144,191円 ⊥99,225人

=305
,187円

⑥年間総標準賞与額
(平成23年3月 ～平成23年8月 実績額及び平成23年9月 ～平成24年2月 見込額)

(見込みについては、各健保組合の事情を勘案 して記入すること。)

⑦付加給付費
(平成23年4月 ～平成23年9月 支給決定額及び平成23年10月 ～平成24年3月 支給見込額)

(原則 として医療給付費の積算 と同 じ。)

(注)ア ②現金給付費、③現物給付換算額、⑦付加給付費の推計においては、.月別 の実績値の変動が大きい
場合または付加給付基準の改正を行った組合にっいては、算出の方法にあたって十分配慮の うえ算式
を記入すること。

イ ④年間平均被保険者数、⑤年間平均標準報酬月額、⑥年間総標準賞与額の推計においては、各組合
の実状 により最 も確実に算出できる方法によるものとし、その算式 を記入す ること。

また、交付要綱3の(2)か ら3の(4)に 基づ く補助金を申請する場合は、存続組合分及び消滅
組合分 とそれぞれ区分 して④年間平均被保険者数、⑤年間平均標準報酬月額、⑥年間総標準賞与額を

算出す ること。



積算内訳書記載例(変 更申請時)

①医療給付費
(平成23年3月 一平成23年12月 診療実畿額及び平成24年1月 一平成24年2月 診療見込額)

〔療養給付費の算出例〕

平 成23年3月 ～12,月 平 成22年1月 ～2月 分 療 養 給 付 費 平 成23年1月 ～2月 分 療 養 給 付 費

療 養 給 付 費(被 保 険 者 分)平 成21年3月 ～12月 分 療 養 給 付 費 平 成22年3月 ～12月 分 療 養 給 付 費

一 鰯 ×/〔 まiii:iii+i;lili:lii〕 ÷尋

一 一 鰯

.×{〔 ・・449・33+・.446748(小数点第7位切り捨て)(小 数点第7位切り捨て)〕 ÷2ト

〔家族療養給付費の算出例〕

平 成23年3月 ～12月 平 成22年1,月 ～2月 分 療 養 給 付 費 平 成23年1月 ～2,月 分 療 養 給 付 費

家族療 養給付 費(被 扶養 者分)平 成21年3月 ～12月 分 療 養 給 付 費 平 成22年3月 ～12月 分 療 養 給 付 費

⑳ 一 ×{〔ii:i;i:iii+i}:ili:ili〕 ÷尋

一 一 姻 ×{〔 α453666+α56・529

(小数点第7位切り捨て)(小 数点第7位切り捨て)〕 ÷2}一

8,528,501

(円 未 満 四 捨 五 入)

10,190,358

(円 未 満 四捨 五 入)

②現金給付費
(平成23年4月 ～平成24年1月 支給決定額及び平成24年2月 ～平成24年3月 支給見込額)

(原則 として医療給付費の積算 と同 じ)

③現物給付換算額
(平成23年4月 ～平成24年1月 診療実績額及び平成24年2月 ～平成24年3月 診療見込額)

(原則 として医療給付費の積算 と同じ)

ら



④年間平均被保険者数
(平 成23年3月 ～平成23年12月 実績数及び平成24年1月 ～平成24年2月 見込数)

[年間平均被保険者数]=[被 保険者数合計]÷12月(小 数点第1位 四捨五入)

(例)

実績 23年3,月

4月

5.月

6.月

7.月

8.月

9.月

10月

11月

12月

[被保険者数]
8,013人

8,352

8,324

8,294

8,288

8,291

8,289

8,290

8,279

8,286

【年間平均被保険者数(小 数点第一位四捨五入)】

99,225人 ÷12月=8,269人

見込 24年1月

2月

8,277

8,242

⑤年間平均標準報酬月額
(平成23年3月 ～平成23年12月 実績額及び平成24年1月 ～平成24年2月 見込額)

[年間平均標準報酬.月額]=[標 準報酬月額年総額*]÷[被 保険者数合計]
*[標 準報酬月額年総額]=[各 月の平均標準報酬月額 × 被保険者数]の12ヶ 月の合計額(3～12月 分は実績、24年1月～24年2月 分は見込み による)

(例)
実績23年3月

[平均標準報酬月額][被 保険者数]

4.月

5月

6.月

7月

8.月

9.月

10月

11.月

12月

304,145円 ×

304,849×

304,936×

305,122×

305,276×

305,331×

305,412×

305,322×

305,256×

305,499×

8,013人

8,352

8,324

8,294

8,288

8,291

8,289

8,290

8,279

8,286

【標準報酬 月額合計 】
23年3.月 ～23年12.月 実績

24年1.月 ～24年2月 見込

【標準報酬.月額年総額】

見 込24年1月305,591

2月305,472

×8,277

×8,242

25,235,067,260円

5,047,076,931円

30,282,144,191円

【年間平均標準報酬月額(円 未満四捨五入)】

30,282,144,191円 ÷99,225人

=305
,187円

⑥年間総標準賞与額
(平成23年3月 ～平成23年12月 実績額及び平成24年1月 ～平成24年2月 見込額)

(見込みについては、各健保組合の事情を勘案 して記入すること。)

⑦付加給付費
(平成23年4月 ～平成24年1月 支給決定額及び平成24年2月 ～平成24年3月 支給見込額)

(原則 として医療給付費の積算 と同じ。)

(注)ア ②現金給付費、③現物給付換算額、⑦付加給付費の推計においては、月別の実績値の変動が大きい

場合または付加給付基準の改正を行った組合にっいては、算出の方法にあたって十分配慮の うえ算式
を記入す ること。

イ ④年間平均被保険者数、⑤年間平均標準報酬.月額、⑥年間総標準賞与額の推計においては、各組合
の実状により最も確実に算出できる方法によるものとし、その算式を記入すること。

また、交付要綱3の(2)か ら3の(4)に 基づく補助金を申請す る場合は、存続組合分及び消滅

組合分 とそれぞれ区分 して④年間平均被保険者数、⑤年間平均標準報酬月額、⑥年間総標準賞与額を
算出すること。


